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第 2 次砺波地方介護保険組合「特定事業主行動計画」（後期計画）

                      令 和 ２ 年 ４ 月 １ 日 

                      砺波地方介護保険組合理事長 

Ⅰ 総論 

 １ 目的 

次世代育成支援対策推進法（平成 15 年法律第 120 号）及び女性の職業生

活における活躍の推進に関する法律（平成 27 年法律第 64 号。以下「女性

活躍推進法」という。）に基づき、それぞれの特定事業主行動計画策定指針

を踏まえ、砺波地方介護保険組合特定事業主行動計画（以下「本計画」と

いう。）を策定するものです。 

これにより、職員が家事・育児や介護をしながら安心して働ける、仕事

と生活の調和がとれた職場環境づくりのため、計画的に取り組みます。 

 ２ 計画期間 

本計画の期間は、令和２年４月１日から令和８年３月３１日までの６年

間とします。 

次世代育成支援対策推進法に関する内容については、平成２７年度から

令和６年度までの時限立法１０年間のうち、令和２年度から令和６年度ま

での５年間、女性活躍推進法に関する内容については、平成２８年度から

令和７年度までの時限立法１０年間のうち、令和２年度から令和７年度ま

での６年間を計画期間とします。今後、この２つの法律に基づく計画を一

体として策定することとし、必要に応じて見直します。 

 ３ 計画の推進体制 

本計画は、職員が自ら推進するものとし、総務課が事務局となり進行を

管理します。所属長は、本計画の趣旨及び内容を十分認識し、職員に対し

て本計画に掲げる行動を積極的に促すとともに、仕事と子育ての両立を図

るための環境づくりに努めます。 

後期計画では、これまでの取組を継承しつつ、さらに支援制度等を周知

します。 

Ⅱ 具体的な内容 

１ 出産・育児・介護に関する諸制度等の周知について 

既存の諸制度と併せて出産費用の給付や産前産後休暇、育児休業・介護

休暇中の手当金の支給などの経済的支援制度やその手続きを周知します。 



- 2 - 

（1） 諸制度等の周知方法 

所属長へ諸制度等（子の看護休暇・育児時間や短期介護休暇の休暇制

度及び育児休業や育児短時間勤務・部分休業、介護休暇(以下「育児休業

等」という。)を含む）への理解を促すとともに、次の方法で職員へ周知

します。 

①  出産・育児・介護に関する各種制度及び手続きの情報は、庁内 LAN

等を活用して提供すること 

② 妊娠を申し出た女性職員又は妻の妊娠・出産を申し出た男性職員に

対する出産・育児に関する諸制度等の情報は、個別に説明すること 

（2） 妊娠中又は出産後の職員に対する配慮 

妊娠中又は出産後の職員に配慮した次の制度等を周知します。 

①  健康診査及び保健指導を受けるための休暇制度があること 

② 所属長により、妊娠中の職員の健康や安全に配慮して業務分担の見

直しができること 

③ 妊娠中の職員本人の請求により、深夜勤務及び時間外勤務が制限で 

きること 

（3） 男性のための子育て支援制度 

所属長は、妻が出産する男性職員に対し、次の休暇等の制度を個別に

説明します。 

①  職員の妻の出産補助休暇（２日間）と年次休暇(３日)を連続して取

得できること 

②  子の養育休暇（５日間）を取得できること 

③ 育児休業等を取得できること 

④  育児休業を取得した男性職員の事例を含めた育児休業等取得経験

者の体験談及び制度を利用しやすい職場環境づくりの取組例を紹介

すること 

２ 諸制度等を利用しやすい職場環境の整備への取組について 

  職員が休暇等の諸制度を利用するために必要な環境を整えます。 

（1） 会計年度任用職員の活用 

会計年度任用職員を活用し、育児休業等取得者の代替要員を確保しま

す。なお、会計年度任用職員については、母子及び父子並びに寡婦福祉

法の規定に基づき、母子家庭の母等の任用に努めます。 

目標 妻の出産補助休暇取得率１００％、子の看護休暇取得率５０％以上 

平成３０年度実績 妻の出産補助休暇  －％（対象職員０名）

           子の看護休暇    ０％
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（2） 育児休業等を取得しやすい職場環境づくり 

   育児休業等を取得しやすい職場環境づくりに努めます。 

① 育児休業等の取得の申出があった場合において業務分担を見直すこ

と 

② 出産・育児・介護の状況に応じて柔軟に人事管理し、業務量に応じ

て適正に職員を配置すること 

（3） 育児休業等を取得した職員の円滑な職場復帰に向けた支援 

   育児休業等取得中の職員の円滑な職場復帰に向けて支援します。 

① 育児休業等取得中の職員の職場復帰に対する不安感を軽減するため

に業務の情報を提供すること 

② 復職への支援、女性職員の活躍推進及び仕事と生活の調和の推進に

関する研修の実施に努めること 

③ 育児休業等を取得する職員の相談に乗り、助言を行うメンター制度

の導入を検討すること 

３ 家族とふれあう時間を確保するために行う働き方改革への取組について 

仕事と家事・育児や介護を両立し、より豊かで充実した生活を送ること

ができるよう、時間外勤務の縮減及び年次休暇等の取得を促進します。 

(1) 時間外勤務の縮減 

ア 小学校就学始期に達するまでの子をもつ職員には、深夜勤務及び時間

外勤務を制限できることについて周知します。 

イ 定時退庁日等を設定し、早期退庁を促します。 

① 早期に退庁し、自宅で育児に親しむ時間を作るための合言葉「育児（１

９時）に帰ろうマイホーム」を呼びかけること 

②  毎週水曜日及び給与支給日を定時退庁日とし、電子掲示板等による

喚起及び所属長による定時退庁の指示・点検を実施すること 

ウ 事務の簡素合理化を推進し、時間外勤務を縮減するための意識を啓発

します。 

① 職員は、業務の効率化、事務処理体制の見直し及び業務量の平準化

などの時間外勤務縮減につながる取組の重要性を理解すること 

② 所属長は、職員の勤務状況を的確に把握し、勤務時間管理を行うと

ともに、業務の繁忙時期においては担当間を超えて業務を指示するこ

と 

目標 育児休業取得率 男性職員１０％以上、女性職員１００％ 

平成３０年度実績 －％（対象職員０名）※男性女性とも
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（2） 年次休暇・夏季休暇の取得の促進 

ア 年次休暇の取得を促進します。 

①   業務日程を把握し、計画的に年次休暇を取得すること 

②  子の学校行事へ参加する時間や、家族とふれあう時間を確保するた

めに年次休暇を取得すること 

イ 連続休暇の取得を促進します。 

① 週休日とあわせて年次休暇を取得すること 

② 国民の祝日や夏季休暇とあわせて年次休暇を取得すること 

（3） 新たな働き方の研究 

   柔軟な働き方の選択肢として、新たに育児・介護のためのフレックス

タイム制度やテレワークについて研究します。 

（4） 職場優先の環境や固定的な性別役割分担意識等の是正 

管理職を含めた職員全員を対象として、家庭より仕事を優先する環境

や、性別によって役割を固定化する意識について是正するよう研修会を

実施します。 

（5） 人事評価への反映 

仕事と生活の調和を図るための業務運営や、良好な職場環境づくりの

ための行動について、人事評価において適切に評価します。 

４ その他の次世代育成支援対策の推進に向けた取組について 

（1） 子ども・子育てに関する地域貢献活動への参加の促進 

   子ども・子育てに関する地域貢献活動への参加を促進します。 

   ① 職員がスポーツや文化活動、地域の子育て活動等に参加しやすい

職場環境をつくること 

   ② 子どもを交通事故から守るため、職員へ交通事故予防に関する綱

紀粛正を通知すること 

   ③ 職員が地域住民等の自主的な防犯活動や少年非行防止の活動等へ

積極的に参加できる職場環境をつくること 

目標 全職員の１年間の時間外勤務時間数１８０時間以内 

平成３０年度実績 年間１８０時間を超えた職員数 ３名

目標 職員１人当たりの年次休暇取得日数１２日（取得率６０％）以上 

平成３０年度実績 ７．３日（取得率３６．５％）
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５ その他の女性職員の活躍推進に向けた取組について 

（1） 採用の取組 

女性職員の割合を考慮し、新規採用します。 

 （2） 管理職への登用 

    女性職員の管理職を登用するよう構成市へ働きかけます。 

目標 新規採用者における女性職員の割合５０％以上（２か年度平均） 

平成２９・３０年度実績 －％（採用実績なし） 

目標 管理職における女性職員の割合２０％以上 

平成３０年度実績 ０％ 


